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三洋化成工業株式会社

１.経営成績

      生産事業からの撤退を決定しました。当期では、その決定に従って、三大雅精細化学品（南通）有限公司の

　　　持分譲渡を完了しＳＡＰ事業から完全撤退するなど高付加価値事業への転換を図る事業ポートフォリオ改革

　　　は着実に進捗しております。また、『ものづくり大改革』として取り組んでいる「サプライチェーン全体に

      わたるコスト削減および運転 資本の圧縮」についても、目標（中期経営計画３ヵ年における増分営業利益

    　３０億円、運転資本圧縮５０億円）を上回るペースで進捗しております。

（２）連結売上高は、ＳＡＰ事業からの撤退の影響などにより、前期比１７２．５億円減（同１０．８％減）の

　　　１,４２２．５億円となりました。

（３）利益面では、中国における基礎化学品の増産による安価製品流入によりウレタン事業は低調となりましたが、

　　　先端半導体分野の好調に加え、高付加価値製品の拡販や構造改革による収益性改善などにより、連結営業利益

　　　は前期比３５．５億円増（同７２．７％増）の８４．３億円となりました。連結経常利益は前期比１４．８億

　　　円増（同１８．１％増）の９６．７億円、親会社株主に帰属する当期純利益は出資金評価損や事業構造改革費

　　　用を計上したことにより４１．５億円（前期は事業構造改革費用１２０.６億円の計上などにより８５．０億

　　　円の損失）となりました。　

（４）なお、上記事業構造改革に関する損失は、前期から複数年度にわたり総額２００億円を見込んでおりましたが、

      前期に約１２０億円、当期は三大雅精細化学品（南通）有限公司の減損損失を含め約１２億円（当初見込みで

　　　は約４０億円）を計上した結果、現時点では、総額１７０億円以内に収まる見通しであります。

（単位：億円）
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２.セグメント別連結売上高
（単位：億円）

売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%) 増減 伸び率(%)

生 活 ・ 健 康 産 業 関 連 ４５８.９ ２８.８ ３０６.８ ２１.６ △１５２.１ △３３.２

石 油 ・ 輸 送 機 産 業 関 連 ５０４.７ ３１.６ ４９２.３ ３４.５ △１２.４ △２.５

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ・繊維産業関連 ２５２.３ １５.８ ２６８.３ １８.９ １６.０ ６.４

情 報 ・ 電 気 電子 産業 関連 ２２８.７ １４.３ ２０９.１ １４.７ △１９.５ △８.６

環 境 ・ 住 設 産 業 関 連 他 １５０.３ ９.５ １４５.９ １０.３ △４.３ △２.９

合　　　　計 １,５９５.１ １００.０ １,４２２.５ １００.０ △１７２.５ △１０.８

３.セグメント別連結営業利益
（単位：億円）

増減 伸び率(%)

生 活 ・ 健 康 産 業 関 連 △１４.２ １.７ １５.９ －

石 油 ･ 輸 送 機 産 業 関 連 ２８.１ ３９.７ １１.６ ４１.２

ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ・繊維産業関連 ２３.６ ２８.６ ４.９ ２１.１

情 報 ・ 電 気 電子 産業 関連 １８.３ ２５.３ ７.０ ３８.３

環 境 ・ 住 設 産 業 関 連 他 ５.３ ０.０ △５.３ △９９.２

全 社 費 用 （ ※ ） △１２.５ △１１.２ １.２ －

合　　　　計 ４８.８ ８４.３ ３５.５ ７２.７

※全社費用は、各報告セグメントに帰属しない新規事業に係る研究開発費です。
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２０２５年３月期　決算の概要
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　売　　　 上 　　　高

　営　　業　　利　　益

　営　　業　　利　　益　　率　（％）

　経　　常　　利　　益

　親会社株主に帰属する当期純利益
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（１）前期において『新中期経営計画２０２５』に沿って高吸水性樹脂事業(以下、ＳＡＰ事業)及び中国における
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４．連結営業利益の増減分析（前期比）

５．連結海外売上高の推移

６．配当の状況

　２０２５年３月期の期末配当につきましては、１株当たり８５円（年間１７０円）とする予定であります。

　次期の中間配当ならびに期末配当につきましては、１株当たりそれぞれ８５円（年間１７０円）を予定して

おります。

１株当たり配当金（円） 配当性向
中間 （連結）

２０２２年３月期 ８５.０
２０２３年３月期 ８５.０
２０２４年３月期 ８５.０
２０２５年３月期 ８５.０

２０２６年３月期（予想） ８５.０

７．２０２６年３月期業績予想（連結）

 ２０２６年３月期の連結業績については、事業構造改革に伴う増益ならびに高付加価値製品の拡販等により

連結売上高１，３００億円、営業利益１００億円、経常利益１１０億円、親会社株主に帰属する当期純利益

８０億円を予想しております。

（単位：億円）
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１００
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ものづくり大改革　'24年度実績18.7億円（上記の内数）

+8.8 +4 .0 +4 .0 +1 .8

(SAP事業等撤退)
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８．主な設備投資と減価償却費

（１）設備投資額（検収ベース）、減価償却費の推移

　（単位：億円）

'25年3月期
'26年3月期
（予定）

 設備投資額 ６６ ８７

 減価償却費 ９５ ８７

（２）主な設備投資（検収ベース）

(単位:億円)

投資アイテム 総投資額
'25年
3月期

'26年
3月期

'27年
3月期
以降

微生物発酵・精製設備 ４ -     ４ -     

（１）化粧品ブランドを立上げ中国での販売にチャレンジ

　当社は化粧品業界向けの事業を強化するため、２０１８年５月に全社横断型の社長直轄プロジェクト

『Sanyo Skin Coffret』プロジェクトをスタートさせました。当社保有技術の市場優位性を確認すると

ともに、市場トレンド・ニーズを独自に翻訳し、必要に応じて技術の融合・強化、さらには新規技術を

導入することにより、保湿や乳化などといった機能に加え、官能面での提案など、総合的に魅力的なソ

リューション（素材・処方）の提案に努めてまいりました。

　こうした成果を得て『Sanyo Skin Coffret』プロジェクトを発展的に解散させ、この１０月にBeauty 

& Personal Care部を新設しました。当部では、パーソナルケア事業の育成や新しい高付加価値化粧品原

料の市場開拓を推進するとともに、化粧品ブランドを立上げて中国での販売事業にチャレンジします。

この事業では、当社がスポンサー契約をしている女子プロゴルファーの石姉妹を化粧品ブランドの使用

モデルとして、インフルエンサーに起用します。

　当社は引き続き、化粧品分野で今までにない新しい価値の創出に貢献していきます。

（２）｢新医療機器｣かつ｢高度管理医療機器（クラスⅣ）｣に分類される日本発の医療機器が欧州のCE

      マーキング取得

　当社が製造し、医療機器メーカーのテルモ（株）が販売する中心循環系非吸収性局所止血剤「マツダ

イト（ペットネーム：Hydrofit®（ハイドロフィット））」の海外展開を本格化します。海外向け販売名

｢AQUABRID®｣として、EU全域で流通が可能となるCEマーキングを本年７月２９日付で取得し、１０月より

テルモヨーロッパ社が欧州での販売を開始しました。

　AQUABRID®のCEマーキング取得は、当社のバイオ・メディカル事業の海外展開に重要なマイルストーン

となります。本取得により、AQUABRID®は欧州市場での販売が可能となっただけでなく一部の中東やアジ

ア等、EU加盟国以外の地域での薬事申請も行いやすくなります。これを機に、当社はバイオ・メディカ

ル事業の海外展開を本格化し、国内だけでなく、海外においても医療の発展と人々の健やかな暮らしの

実現に貢献してまいります。

（３）一般財団法人三洋化成社会貢献財団を設立

　当社は２０１９年１１月に創立７０周年を迎えるに当たり、次世代人材の育成支援および環境保全、

芸術・文化等の分野における社会貢献の支援を目的として一般財団法人三洋化成社会貢献財団を設立し

ました。

　当財団は、長期的かつ継続的に、幅広く社会に貢献するため、日本全国および海外諸国・地域におい

て、｢化学を中心とした学術振興への支援｣、｢人材育成の支援｣、｢京都を中心とした芸術・文化等の保護

三洋化成工業
株式会社

連　結

稼働時期

2025年10月
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